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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期
第２四半期
累計期間

第101期
第２四半期
累計期間

第100期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高（百万円） 61,728 84,044 139,031

経常利益（百万円） 1,151 6,139 3,170

四半期（当期）純利益（百万円） 876 5,598 2,315

持分法を適用した場合の投資利益
（百万円）

― ― ―

資本金（百万円） 30,894 30,894 30,894

発行済株式総数（株） 155,064,249 155,064,249 155,064,249

純資産額（百万円） 75,077 81,581 76,330

総資産額（百万円） 140,552 143,231 148,650

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円）

5.88 37.58 15.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額（円）

― ― ―

１株当たり配当額（円） ― 2.00 2.00

自己資本比率（％） 53.4 57.0 51.3

営業活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

204 17,401 △2,601

投資活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△2,026 △1,972 △3,775

財務活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△0 △10,296 △1

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円）

30,176 30,711 25,577
 

 

回次
第100期
第２四半期
会計期間

第101期
第２四半期
会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 0.07 11.76
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容について、重要な変更はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

当第２四半期会計期間の資産合計は、主として棚卸資産の減少等により、前事業年度比で5,419百万円減少し、

143,231百万円となった。負債合計は、前事業年度比で10,670百万円減少し、61,649百万円となった。純資産合計

は、利益剰余金が増加した結果、前事業年度比で5,251百万円増加し、81,581百万円となった。

 

(2) 経営成績

当第２四半期累計期間の売上高は、84,044百万円（前年同期実績61,728百万円）となった。一方売上原価は、

70,424百万円（前年同期実績55,263百万円）となった。販売費及び一般管理費は、7,756百万円（前年同期実績

5,767百万円）であり、これらにより営業利益として5,863百万円（前年同期実績698百万円）を計上した。営業外収

益は、受取配当金が171百万円となったこと等により567百万円（前年同期実績735百万円）となり、営業外費用は、

支払利息が107百万円となったこと等により291百万円（前年同期実績282百万円）となった。以上から、経常利益は

6,139百万円（前年同期実績1,151百万円）となった。特別利益は訴訟関連債務戻入益を計上したことにより143百万

円（前年同期は計上なし）となった。特別損失は、固定資産除却損343百万円、災害による損失331百万円を計上し

たことにより674百万円（前年同期実績265百万円）となった。これに、法人税、住民税及び事業税10百万円、法人

税等調整額△0百万円を計上した結果、四半期純利益は5,598百万円（前年同期実績876百万円）となった。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、30,711百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られた資金は、17,401百万円（前年同期実績204百万円の収入）

となった。これは主として棚卸資産の減少額が6,701百万円であったことと、売上債権の減少額が3,021百万円で

あったこと等によるものである。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動の結果使用した資金は、1,972百万円（前年同期実績2,026百万円の支

出）となった。これは主として有形固定資産の取得による支出が1,683百万円となったためである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動の結果使用した資金は、10,296百万円（前年同期実績0百万円の支出）と

なった。これは主として借入金の返済による支出が10,000百万円となったためである。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はない。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、93百万円である。なお、当第２四半期累計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 603,000,000

計 603,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 155,064,249 155,064,249
東京証券取引所
（市場第一部）

（注）

計 155,064,249 155,064,249 ― ―
 

(注) 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であり、単元株式数は100株である。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 155,064,249 ― 30,894 ― 28,844
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

合同会社ＴＯＳ 東京都新宿区市谷船河原町18 18,400 11.87

公益財団法人　池谷科学技術振興
財団　　　　　　　　

東京都千代田区霞が関三丁目７番１号 13,000 8.38

日本トラスティ・サービス信託　
銀行株式会社（信託口）　　

東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,367 6.04

日本マスタートラスト信託銀行　
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 7,933 5.12

池谷　とし子 東京都新宿区 4,621 2.98

池谷　正成 東京都新宿区 4,592 2.96

池谷　義弘 東京都港区 4,571 2.95

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 3,750 2.42

宜本興産株式会社 北九州市八幡西区光貞台三丁目11番４号 3,580 2.31

合同会社ＭＹＪ 東京都新宿区市谷船河原町18 2,500 1.61

計 ― 72,316 46.64
 

 

(注) １ 上記のほか、自己株式が6,089千株ある。

　(注）２ 上記大株主の池谷義弘氏は平成26年９月８日逝去されたが、同氏名義の株式は、平成26年９月30日現

在、　　　

　　　　名義書換未了である。

（注）３ JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者であるジェー・エフ・アセット・マネ

    　　ジメント・リミテッド（JF Asset Management Limited)及びジェー・ピー・モルガン・クリアリング・コー

　　　　　ポレーション（J.P.Morgan Clearing Corp.)から平成26年８月21日付で提出された変更報告書により、

　　　　　平成26年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当期末時点に

　　　　　おける実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。

　　　　　なお、変更報告書の内容は以下のとおりである。

　　　氏名又は名称 　　　　　住所  保有株券等の数（千株）   株券等保有割合（％）

JPモルガン・アセット・　
マネジメント株式会社

東京都千代田区丸の内　　
２丁目７番３号

10,206                    6.58

ジェー・エフ・アセット・
マネジメント・リミテッド
（JF Asset Management
Limited)

香港、セントラル、コー
ノート・ロード８、チャー
ターハウス21階

                    310                    0.20

ジェー・ピー・モルガン・
クリアリング・コーポレー
ション      (J.P.Morgan
Clearing Corp.)

アメリカ合衆国　11245　
ニューヨーク州　ブルック
リン　スリー・メトロ・　
テック・センター

                    175                    0.11
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 　 6,089,400
―

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる
株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 148,926,900 1,489,269 同上

単元未満株式 普通株式 47,949
 

― 同上

発行済株式総数 155,064,249 ― ―

総株主の議決権 ― 1,489,269 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数10個)

含まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式87株が含まれている。

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京製鐵株式会社

東京都千代田区霞が関三
丁目７番１号霞が関東急
ビル

6,089,400 ― 6,089,400 3.9

計 ― 6,089,400 ― 6,089,400 3.9
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないので、四半期連結財務諸表を作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,577 4,711

  受取手形及び売掛金 20,026 17,005

  有価証券 24,000 26,000

  商品及び製品 15,785 12,061

  原材料及び貯蔵品 10,924 7,946

  その他 1,217 532

  貸倒引当金 △21 △17

  流動資産合計 73,509 68,240

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 8,267 8,442

   機械及び装置（純額） 18,419 17,350

   土地 31,442 31,442

   建設仮勘定 2,485 2,735

   その他（純額） 4,763 4,533

   有形固定資産合計 65,377 64,503

  無形固定資産 26 45

  投資その他の資産 ※  9,736 ※  10,442

  固定資産合計 75,140 74,991

 資産合計 148,650 143,231
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 21,069 17,800

  1年内返済予定の長期借入金 21,000 16,000

  未払金 1,563 1,371

  未払費用 9,003 9,240

  未払法人税等 75 74

  賞与引当金 394 390

  その他 264 2,094

  流動負債合計 53,371 46,971

 固定負債   

  長期借入金 9,000 4,000

  退職給付引当金 4,440 4,902

  その他 5,508 5,776

  固定負債合計 18,948 14,678

 負債合計 72,320 61,649

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,894 30,894

  資本剰余金 28,844 28,844

  利益剰余金 18,292 23,085

  自己株式 △6,463 △6,463

  株主資本合計 71,568 76,360

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,761 5,220

  評価・換算差額等合計 4,761 5,220

 純資産合計 76,330 81,581

負債純資産合計 148,650 143,231
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 61,728 84,044

売上原価 55,263 70,424

売上総利益 6,465 13,619

販売費及び一般管理費 ※１  5,767 ※１  7,756

営業利益 698 5,863

営業外収益   

 受取利息 13 15

 受取配当金 140 171

 為替差益 121 78

 その他 460 301

 営業外収益合計 735 567

営業外費用   

 支払利息 112 107

 売上割引 109 159

 その他 61 24

 営業外費用合計 282 291

経常利益 1,151 6,139

特別利益   

 訴訟関連債務戻入益 - 143

 特別利益合計 - 143

特別損失   

 固定資産除却損 265 343

 災害による損失 - ※２  331

 特別損失合計 265 674

税引前四半期純利益 885 5,608

法人税、住民税及び事業税 10 10

法人税等調整額 △1 △0

法人税等合計 9 10

四半期純利益 876 5,598
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期累計期間
(平成25年４月１日から
  平成25年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成26年４月１日から
  平成26年９月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 885 5,608

 減価償却費 2,262 2,155

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 △45

 賞与引当金の増減額（△は減少） 2 △4

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △3

 受取利息及び受取配当金 △154 △187

 支払利息 112 107

 為替差損益（△は益） △63 △3

 災害による損失 - 331

 固定資産除却損 265 343

 訴訟関連債務戻入益 - △143

 売上債権の増減額（△は増加） △678 3,021

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,755 6,701

 未収消費税等の増減額（△は増加） 29 5

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,104 △3,270

 未払消費税等の増減額（△は減少） 71 1,135

 未払費用の増減額（△は減少） △3 332

 前受金の増減額（△は減少） △1,056 638

 その他 △685 637

 小計 383 17,358

 利息及び配当金の受取額 154 187

 利息の支払額 △124 △122

 災害による損失の支払額 △77 △0

 生産停止に伴う損失の支払額 △110 -

 法人税等の支払額 △21 △21

 営業活動によるキャッシュ・フロー 204 17,401

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,009 △1,683

 貸付金の回収による収入 6 1

 その他 △23 △290

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,026 △1,972

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 借入金の返済による支出 - △10,000

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △0 △296

 財務活動によるキャッシュ・フロー △0 △10,296

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,738 5,134

現金及び現金同等物の期首残高 31,914 25,577

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  30,176 ※  30,711
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当第２四半期累計期間
　　　　　　　　　　　　　　（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）
（会計方針の変更）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）
及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付
適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて
第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を
期間定額基準から給付算定式基準へ変更している。割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似
した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引
率を使用する方法へ変更した。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期
累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。
　この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が507百万円増加し、利益剰余金が507百万円減少してい
る。なお、損益に与える影響は軽微である。

 

 

(四半期貸借対照表関係)

※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

投資その他の資産 0百万円 0百万円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前第２四半期累計期間
(平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成26年４月１日から
平成26年９月30日まで)

運賃諸掛 4,632百万円 6,582百万円

貸倒引当金繰入額 0 △3 

給料及び手当 283 296 

賞与引当金繰入額 16 23 

退職給付費用 52 37 
 

 

　※２　当第２四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）

　　　　平成26年８月16日に発生した宇都宮工場内の電気設備火災による災害復旧費用等である。

 
 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

ある。

 
前第２四半期累計期間
(平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成26年４月１日から
平成26年９月30日まで)

現金及び預金勘定 2,176百万円 4,711百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 28,000 26,000

現金及び現金同等物 30,176 30,711
 

 

EDINET提出書類

東京製鐵株式会社(E01261)

四半期報告書

12/17



 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)

１．配当金支払額

該当事項なし。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の

該当事項なし。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)

１．配当金支払額

　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

　　　基準日 　　効力発生日
配当の
原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 　　　　297 　　　　2.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日
利益剰
余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の

　　　決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

　　　基準日 　　効力発生日
配当の
原資

平成26年10月17日
取締役会

普通株式 　　　　297 　　　　2.0 平成26年９月30日 平成26年11月28日
利益剰
余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間（平成26年４月１日

から平成26年９月30日まで)

当社は、鉄鋼事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期累計期間
(平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで)

当第２四半期累計期間
(平成26年４月１日から
平成26年９月30日まで)

　１株当たり四半期純利益金額 5円88銭 37円58銭

 (算定上の基礎)   

 四半期純利益金額（百万円） 876 5,598

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 876 5,598

 普通株式の期中平均株式数（株） 148,975,369 148,974,977
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項なし。
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２ 【その他】

平成26年10月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

（イ）配当金の総額……………………………………297百万円

（ロ）1株当たりの金額…………………………………２円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年11月28日

　　（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月11日

東京製鐵株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   古山　和則   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   春山 直輝   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京製鐵株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第101期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東京製鐵株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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